
吉岡町猫の不妊去勢手術費補助金交付要綱

令和４年吉岡町訓令第３０号

（趣旨）

第１条 この要綱は、殺処分になる、望まれない妊娠により生まれる等の状況にある猫の

減少及び猫に起因する被害等の防止を図り、もって良好な生活環境を保持するため、猫

に不妊手術又は去勢手術（以下これらを「不妊去勢手術」という。）を受けさせる飼い主

等に対し、予算の範囲内において交付する吉岡町猫の不妊去勢手術費補助金（以下「補

助金」という。）の交付に関し吉岡町補助金等交付に関する規則（昭和４５年吉岡村規則

第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象者）

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次に掲げる要件

の全てを満たす者とする。

(1) 吉岡町（以下「町」という。）内に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号）により町の住民基本台帳に登録されていること。

(2) 猫（営利を目的として飼養している猫を除く。以下同じ。）を飼養管理している（所

有者の判明しない猫を責任を持って世話している場合を含む。）こと。

(3) 獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）第３条に規定する免許を有する者が開業す

る動物病院において、猫に不妊去勢手術を受けさせていること。

(4) 町税等（吉岡町税条例（昭和３０年吉岡村条例第２８号）第３条に規定する町税及

び吉岡町国民健康保険条例（昭和３５年吉岡村条例第６３号）第１１条に規定する国

民健康保険税をいう。）の滞納がないこと。

（補助対象経費）

第３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、猫の不妊去勢手術

に要した経費とする。

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、補助対象経費の額（その額に、１，０００円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てた額）とし、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める額を限

度とする。

(1) 不妊手術 １頭につき５，０００円

(2) 去勢手術 １頭につき３，０００円

２ 補助金の交付は、１の年度につき１世帯当たり３頭までを限度とする。ただし、地域

の実情等により特に必要と町長が認めた場合は、この限りでない。

（交付の申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、猫の不妊去勢手

術の日から６月以内に吉岡町猫の不妊去勢手術費補助金交付申請書兼実施報告書（様式

第１号。以下「申請書兼実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出

しなければならない。

(1) 領収書等補助対象経費を証する書類の原本

(2) その他町長が必要と認める書類

（交付の決定及び額の確定）



第６条 町長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交

付の可否を決定し、補助金の交付を決定したときは当該補助金の額を確定し、規則第４

条の規定にかかわらず、吉岡町猫の不妊去勢手術費補助金交付（不交付）決定通知書兼

補助金額確定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。

（実績報告）

第７条 補助金の実績報告は、規則第８条の規定にかかわらず、申請書兼実績報告書の提

出により行われたものとみなす。

（補助金の請求）

第８条 第６条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、速やかに吉岡町猫の不妊去勢手術費補助金交付請求書（様式第３号）を町長に提出

しなければならない。

（補助金の交付の取消し）

第９条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。

(1) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。

(2) 法令又はこの要綱に違反したとき。

(3) その他町長が不適当と認めたとき。

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、吉岡町猫の不妊去勢手

術費補助金交付決定取消通知書（様式第４号）により、当該取消しに係る補助事業者に

通知するものとする。

（補助金の返還）

第１０条 町長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、当該取消

しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、吉岡町猫の不妊去勢手術費補

助金返還通知書（様式第５号）により、当該補助金の返還に係る補助事業者に補助金の

返還を命ずるものとする。

（その他）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行し、同日以後に実施した不妊去勢手術につい

て適用する。

（この訓令の失効）

２ この訓令は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第９条及び第１０

条の規定は、同日後もなおその効力を有する。


